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１ 令和 6年度介護保険制度改正・報酬改定について 

 

令和 6年 4月に施行 令和 6年 6月に施行 

・右記以外のサービス ・訪問リハビリテーション 

・通所リハビリテーション 

・居宅療養管理指導 

・訪問看護 

 

 施行日は、サービス種別によって 2パターンに 

 分けられています。 
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例えば… 

 

 【居宅介護支援】 

  特定事業所加算（Ⅰ） 505 単位/月 → 519単位/月 

  特定事業所加算（Ⅱ） 407 単位/月 → 421単位/月 

  特定事業所加算（Ⅲ） 309 単位/月 → 323単位/月 

  特定事業所加算（Ａ） 100 単位/月 → 114単位/月 

 

このように単位数及び算定要件が改定されます。 
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WAMNETのホームページ 
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２ ケアプランデータ連携システムについて 
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石川県国民健康保険団体連合会ホームページ 
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３ ＣＤから伝送への請求方法移行について 

 

①　業務が多忙で、郵送処理にかかる時間及び窓口 ①　 連合会への郵送処理や窓口での受付の必要がなく、PCがある場所
　　まで行く時間が惜しい。 ② のみで、処理が完了する。 また、天候（大雪や雨など）にも左右

③ されず、移動も最小限で済む。
②　郵送した請求が締切期日までに届いていない。 ④
　　 ⑤ 送信内容については、 国保中央会の伝送ソフトの場合であれば、
③　持参時の請求データ紛失のリスク。 受付件数や 受付エラーになった場合のエラー内容が、送信結果

にて詳細に確認出来る。
④　CD-Rの中に請求のデータが入っていない。 データ紛失による個人情報や事業所情報等の流出のリスクもない。
　　または、CD－Rが読み込めない。

受付期間中（毎月1～10日）であれば、内容に不備があった際　　
⑤　帳票及びCD-Rで請求をした後に、 取下げ及び再請求が何度でも可能。（イメージ図1参照）
　　内容に不備が発覚し差替え依頼を行い再提出した。

　～

※日付をまたいで11日になると

　自動で窓口が閉まり請求不可になります。

　

【裏面へ続く】

磁気媒体（CD-R）にて請求されている事業所の皆様へ
インターネット請求を検討してみませんか？

請求時における以下の
諸問題が…

インターネット請求に
移行すると…

【イメージ図：1】
α月

別紙

1日 ～ 10日 11日 30日

17時

帳票・磁気媒体提出〆切り 17時必着

伝送請求提出〆切り 日付が11日に変わるまで※

23時59分

請求は休祝日にかかわらず、1日～10日までの間なら、
事業所側で何度でも請求の送信及び取下げが可能です。
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⑥ 返戻通知や支払通知などの処理結果が、当月の月末に伝送で
⑥　請求件数が多く、「審査支払決定額内訳書」 　　 受取る事ができ、 郵送の場合より早く内容確認が可能です。
　　だけでは、請求した被保険者の特定が出来ない。 　　 また、伝送事業所のみに配布している「事業所別審査状況
　（被保険者番号の誤りで返戻があった場合など） 一覧表」を取得※し、より詳細な被保険者毎の支払額の確認

等にお役立ていただけます。（イメージ図2参照）

※ 「事業所別審査状況一覧表」を取得する際は、
　別途「審査情報印刷プログラム」が必要になりますが、

　 　当連合会のHP「いしかわのこくほ」内よりダウンロード
　可能です。

≪通常の日程≫

　～ 月末

⇧送信翌日には確実に受領可能。 ⇧発送日から事業所に届くまでさらに、+1～2日要する。
　

≪年末年始の日程≫

　～ 31日 1日 ～ 　～ 31日

　⇧請求期間が圧倒的に短くなる。

⇧結果確認（通知受領）から請求までにかける期間（請求準備：29～31日、請求期間：1～10日）が
　長い為、余裕をもって請求業務を行える。
　また、年末年始や休祝日においては、連合会職員による対応は出来ませんが、送信及び取下げ処理
　については、1～10日の間は随時可能。

【イメージ図：2】

α月 α月+1
1日 ～ 30日or31日頃 1日or2日頃 ～ 10日請求〆

12月 翌年1月
1日 ～ 28日頃 4日頃 ～ 10日請求〆

伝送結果送信 帳票・磁気媒体
結果発送

伝送結果
送信

帳票・磁気
媒体結果発送

17時 23時59分

年末年始の為、閉庁
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４ 連合会へのよくある問合せについて 

               ※電話等でよく寄せられる問い合わせ一覧です。 

 

項番 分類

6
月の途中で被保険者の保険者が変更になった場
合、居宅介護支援事業所のサービス計画費の請求
は、どのようにしたらいいですか。

サービス計画費については、それぞれの保険者への請求は可能です。

サービス事業所の請求単位数の限度額を超えて
請求した場合、どうなりますか。

サービス事業所の請求単位数は、給付管理票の計画単位数の範囲内で行います。
給付管理票の計画単位数を超えて請求した場合は、連合会の上限審査において、
給付管理票の計画単位に合わせて減単位となります。

5
月の途中で被保険者の保険者が変更になった場合
のサービス事業所の請求はどのようにしたらいい
ですか。

月の途中で保険者が変更になった場合は、保険者番号・被保険者番号が変わるため、
それぞれの期間に応じた明細書を、それぞれの保険者に請求します。

質問（Ｑ） 回答（Ａ）

1

介
護
保
険
請
求

提出期限（毎月１０日）後の介護給付費明細書の
返戻は可能ですか。

連合会では、１０日以降、審査処理を実施します。
審査期間中に、明細書の誤りが判明した際には、連合会へ「介護給付費返戻依頼書」を
提出期限厳守のうえ郵送してください。
なお、毎月の「介護給付費返戻依頼書」の提出期限については、本会ホームページをご
参照ください。

2
介護給付費が振り込まれた後に、明細書（請求明
細書、サービス計画費）の間違いに気が付きまし
た。修正はできますか。

明細書の修正はできません。保険者への介護給付費過誤申立書（兼依頼書）の提出が必
要となります。
過誤調整をせずに、再度請求することは出来ません。

3
給付管理票の計画単位数の限度額を超えた場合
は、どのように提出すればよろしいですか。

給付管理票の計画単位数は、要介護状態区分の限度額の範囲内となります。
ただし、特別地域加算や処遇改善加算など、限度額対象外単位数などは、計画単位数に
は含みません。限度額を超えた分については、保険請求できません。

4
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項番 分類

7

介
護
保
険
請
求

月の途中で生活保護になった場合の請求は、
どのようにすればよいでしょうか。

●サービス事業所
生活保護単独の場合は、被保険者番号が変更となるので、日数に応じてそれぞれの被保
険者番号で請求します。生活保護併用の場合は、被保険者番号に変更はないので、同じ
被保険者として生活保護期間分とそれ以外の期間に応じて一枚の明細書で請求します。
●居宅介護支援事業所
生活保護単独の場合は、被保険者番号が変更となるので、それぞれの番号で給付管理票
及びサービス計画費を請求します。生活保護併用の場合は、被保険者番号の変更はない
ので、通常通り、保険者へ請求します。

8

質問（Ｑ） 回答（Ａ）

月の途中で要介護状態区分に変更があった場合の
請求は、どのようにすればよいでしょうか。

●介護給付費明細書の請求
月の途中で要介護状態区分変更があった場合、介護給付費明細書の被保険者欄には、月
末時点で受けている要介護認定の要介護状態区分、認定有効期間を記載します。
月の途中から要介護状態が要介護と要支援をまたがる変更となった場合は、介護予防通
所リハビリなどの月額報酬のサービスについては、月単位の報酬ではなく、日割計算用
のサービスコードを使用して、対象となる期間分の日数を請求します。
要介護状態区分によって介護報酬が異なるサービスの報酬請求は以下に示す方法により
取り扱います。
居宅介護支援・・・変更後（月末時点）の要介護状態区分に応じた介護報酬を適用
居宅介護支援以外・・・サービス提供日毎の要介護状態区分に対応する報酬を適用（同
じサービスでも別のサービスコードで複数行に記載する場合があることに留意する）
●給付管理票の請求
支給限度額管理、介護報酬の請求等の事務は月単位で行うため、要介護状態区分変更が
あった月に関しては、変更前後のいずれか高い方の要介護状態区分の区分支給限度基準
額を適用します。
月途中に要介護状態が要介護と要支援をまたがる変更となった場合は、月末時点の支援
事業所が給付管理票を作成します。なお、月額報酬サービスの計画単位数については、
月単位の単位数ではなく、日割りの単位数で計画単位数を記載します。
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項番 分類 質問（Ｑ） 回答（Ａ）

10 介護給付費の請求の時効は何年ですか。
介護報酬の請求に係る消滅時効は２年です。時効の起算日は、サービス提供月の翌々々
月の１日となります。　※介護保険法第２００条第１項
（例：４月サービス提供・５月請求・６月支払→７月１日が起算日）

9
給付管理票を取り消した場合は、サービス事業所
へはどういう影響がありますか。

給付管理票を取り消した場合、サービス計画費は自動的に過誤となりますが、それと同
様に、計画を立てているサービス事業所の請求明細書についても自動的に過誤となりま
す。給付管理票取り消しによるマイナスとして過誤決定通知書が送付されます。

介
護
保
険
請
求

11

過
誤
請
求

過去の請求で誤りに気付きました。
どのようにすればよいですか。

過誤調整の依頼をします。過誤調整が必要な場合は、該当者の保険者（市町村）に介護
給付費過誤申立書（兼依頼書）の提出をします。
請求単位数の一部分だけの調整は出来ず、請求実績全てが取り下げられるので、過誤調
整の件数が多い場合などは、金額について確認し、申し立てる必要があります。
また、保険者ごとに、過誤調整の締め切り等を設けているので、該当の保険者へ確認
し、介護給付費過誤申立書（兼依頼書）を提出して下さい。

12 給付管理票の過誤はありますか。

給付管理票に過誤はありません。
提出済みの給付管理票の訂正をする場合は作成区分を「修正」に、提出済みの給付管理
票を取り消す場合は作成区分を「取消」にして、再提出する必要があります。
また、初めて請求した月の月末に返戻になった場合は、翌月作成区分を「新規」にして
再提出して下さい。
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項番 分類 質問（Ｑ） 回答（Ａ）

13

帳
票
関
係

介護保険審査増減単位数通知書の見方について教
えて下さい。

給付管理票とサービス事業所の請求単位数が異なる場合、サービス事業所の請求単位数
が給付管理票の計画単位数を超えていた場合、超えている分が減単位となり、給付管理
票に計画自体が無かった場合、全単位が減単位となります。

14
介護保険審査増減単位数通知書が届きました。
どのように対処したらよいでしょうか。

●給付管理票の計画単位の間違いでサービス事業所の請求単位数が正しい場合
居宅介護支援事業所（予防支援事業所）が給付管理票の修正を提出します。サービス事
業所は、何もする必要はありません。給付管理票の修正が提出されると、サービス事業
所には、審査月の翌月に再審査決定通知書が送付されます。
●給付管理票の計画単位が正しく、サービス事業所の請求単位数が間違いの場合
サービス事業所の請求単位数が誤っている場合は、審査が通っているので、保険者へ介
護給付費過誤申立書（兼依頼書）を提出します。
●給付管理票の計画単位とサービス事業所の請求単位の両方が間違っていた場合
両方とも間違いのため、居宅介護支援事業所は、給付管理票の修正を提出し、サービス
事業所は、保険者へ介護給付費過誤申立書（兼依頼書）を提出します。ただし、給付管
理票の修正と過誤調整の処理は同じ月にはできないため、別の月に処理をする等の注意
が必要です。

15
返戻（保留）一覧表が届きました。
どのような処理が必要なのでしょうか。
過誤調整をする必要がありますか。

返戻（保留）一覧表は、備考欄に「保留」の文字があれば保留ですが、それ以外は全て
返戻です。返戻とは、審査が通らなかったもので事業所への支払いがされないものにな
るため、市町村へ過誤を申し立てる必要はありません。備考欄にあるエラーコードや内
容を確認後、誤りを正しく直し、再請求します。
保留の場合は、1カ月は連合会で請求データを預かっている状態のため、再度連合会に
請求をかける必要はありませんが、対応する給付管理票の提出がないため、支援事業所
への連絡が必要です。
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電子請求受付システムについてよくある問い合わせ 

 

Ｑ.電子請求受付システムにログインできない 

 

Ａ.「電子請求登録結果に関するお知らせ」に記載されているユーザＩＤと（仮）

パスワード（パスワードを変更した後は、変更後のパスワード）が正しく入力

されているか確認してください。 

パスワードが分からなくなった場合は、再発行となります。 

本会にご連絡ください。※再発行には数日かかります。 

 

パスワードは他に漏洩しないよう、十分な管理を行ってください。 
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Ｑ.電子証明書発行用パスワードがわからない 

  

Ａ.証明書発行用パスワードは、事業所開設時に送付する「電子請求登録結果に関

するお知らせ」に記載されています。 

 

【紛失した場合】 

 証明書発行用パスワードを再発行する必要があります。 

 再発行の手順は、「電子請求受付システム操作マニュアル（事業所編）」の証明

書発行用パスワード再発行を参照してください。 
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Ｑ.電子証明書の有効期限が切れてしまった 

  

Ａ.電子証明書の有効期限は発行日から 3 年間です。継続して請求を行うためには

電子証明書の更新が必要となります。 

 

更新できる期間は、電子証明書の有効終了年月日の 3か月前から有効終了年月

日までとなり、有効終了年月日の 3 ヵ月以上前及び有効期間を過ぎた場合、更

新することができません。 

 

 有効期間を過ぎてしまった場合、新規に電子証明書の発行申請が必要となりま

す。その際は発行までに数日かかることがあります。 

 お急ぎの場合は、本会までご連絡ください。 
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５ ＨＰ「いしかわのこくほ」の活用推進について 
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